児童扶養手当受給資格の認定に関する審査基準

児童扶養手当法（以下「法」という。）に基づく、児童扶養手当受給資格の認定に関する審査に当たっては、法の規定のほか、特に以下の点に留意して行うものとする。

１　積極的支給要件について

　　法第４条第１項は、児童扶養手当（以下「手当」という。）を支給する積極的要件についての規定である。

(1)　児童は、就学しているか就職しているかは問わないこと。

(2)　児童に係る法第３条第１項の障害の認定は、別紙１「児童の障害の認定基準」により行うこと。

(3)　法第４条第１項各号及び児童扶養手当法施行令（以下「令」という。）第１条の２各号に規定する児童については、次の点に留意すること。

①　父母が婚姻を解消した児童（法４－１①イ、②イ）

父母が死別又は生別をした児童のことである。

婚姻の解消には、離婚及び事実婚の解消がある。なお、事実上婚姻関係をやめている場合であっても離婚届を提出せず、戸籍上婚姻関係にある限り婚姻を解消したことにはならない。

②　父又は母が死亡した児童（法４－１①ロ、②ロ）

「父」には、法律上の父のほかに、母が児童を懐胎した当時婚姻の届出をしていないがその母と事実上婚姻関係と同様の事情のあったもの、いわゆる内縁の父も含まれる。また、養父も含まれる。

「母」には、法律上の母のほかに、養母も含まれる。

③　父又は母が政令で定める程度の障害の状態にある児童（法４－１①ハ、②ハ）

父又は母の障害の認定は、別紙２「父又は母の障害の認定要領」により行うこと。

④　父又は母の生死が明らかでない児童（法４－１①ニ、②ニ）

父又は母の生死が明らかでない場合とは、次の場合をいうものである。

ア　沈没した船舶に乗っていた場合その他死亡の原因となるべき危難に遭遇し、その危難が去った後３月以上生死が明らかでない場合

イ　ア以外の場合にあっては、１年以上生死が明らかでない場合

⑤　その他①から④までに準ずる状態にある児童で政令で定めるもの（法４－１①ホ、②ホ）

⑤－１　父又は母が引き続き１年以上遺棄している児童（令１の２①、令２①）

・父又は母が児童を遺棄している場合とは、父又は母が児童と同居しないで、扶養義務及び監護義務を全く放棄している場合をいうものである。

・遺棄の認定は、別紙３「遺棄の認定基準」により行うこと。
　⑤－２　父または母が配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律第１０条第１項の規定による命令（それぞれ母又は父の申立てにより発せられたものに限る。以下「保護命令」という。）を受けた児童（令１の２②、令２②）
　　　　父又は母が保護命令を受けたことを支給事由として認定請求があった場合には、次のア又はイのいずれかに掲げる書類によりその事実関係の確認をすること。 
　ア　保護命令決定書の謄本及び保護命令を発令した裁判所により交付された「保護命令確定証明書」　
イ　保護命令を発令した裁判所により交付された「手当請求用確定証明書」

⑤－３　父又は母が法令により引き続き１年以上拘禁されている児童（令１の２③、令２③）

父又は母が法令により拘禁されている場合とは、父又は母が監獄又は警察官署に付属するいわゆる代用刑事施設である留置施設（刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律第１５条）あるいは労役場若しくは監置場（同法第２８７条）に拘禁されていることをいう。拘禁とは、身体を継続的に拘束されている状態のことである。

⑤－４　母が婚姻によらないで懐胎した児童（令１の２④、令２④）

母の婚姻によらない懐胎を支給事由として手当の認定請求があった場合には、「事実婚解消等調書」により事実婚の有無等支給要件に係る事項を確認すること。

また、この調書により事実婚の存在等支給要件について疑義がもたれた場合については、民生委員・児童委員等関係機関に照会する等の方法により事実関係の確認をすること。

⑤－５　前号に該当するかどうか明らかでない児童（令１の２⑤、令２⑤）

棄児などで、母が児童を懐胎した当時の事情が不明である児童である。

(4)　いわゆる事実婚については、次の点に留意すること。

①　手当は、母が事実婚をしている場合には支給されない。

当事者間に社会通念上夫婦としての共同生活と認められる事実関係が存在しておれば、それ以外の要素については一切考慮することなく、事実婚が成立しているものとして取り扱う。また、事実婚は、原則として同居していることを要件とするが、頻繁に定期的な訪問があり、かつ、定期的に生計費の補助を受けている場合、あるいは、母子が税法上の扶養親族としての取扱いを受けている場合等の場合には、同居していなくても事実婚が成立しているとして取り扱うものである。
②　事実婚の解消を支給事由として手当の認定請求があった場合には、本人の申立書および民生委員・児童委員等の証明書とともに「事実婚解消等調書」によりその事実関係を確認すること。

また、この調書により事実婚の解消等支給要件について疑義がもたれた場合については、民生委員・児童委員等関係機関に照会する等の方法により事実関係の確認をすること。

③　事実婚の審査については、住民票上母子以外のものとの同居を示唆するいわゆる方書のある場合、前夫と住民票上世帯分離となっている場合等事実婚が存在することが想定される場合は、その事実関係については十分な調査を行うこと。

④　受給資格者たる母に係る扶養義務者等の所得審査については、住民票上同一世帯にある者のほか、生計同一の実態が想定される扶養義務者等について、受給資格者との生計関係を十分調査し、受給資格者と当該扶養義務者等との生計同一関係が認められる場合には、当該扶養義務者等の所得状況の把握を図ること。

※父子の場合も同様とする。

(5)　「児童の母」について、生母及び義母を問わないが、先妻の子に対して後妻の関係にあるいわゆる継母は含まない。ただし、先妻の子と後妻とが養子縁組をしている場合には、後妻である養母も手当の受給者になり得る。また、事実上は実母であっても、たまたま戸籍上姉として記載されている場合には、戸籍の記載事項の訂正をしない限り、姉として扱う。

　 ※父子の場合も同様とする。

(6)　「監護する」について、主として精神面から児童の生活について種々配慮し、物質面から日常生活において児童の衣食住などの面倒をみている場合をいうものであること。

親権の有無を問わず、また同居を要件としない。

同居の場合は、原則として監護しているとするが、別居の場合は、例えば、定期的な訪問、手紙、電話等のやりとり、仕送り等があれば監護しているものとし、監護の有無を証明するには、本人の申立書及び民生委員、児童委員、学校長、寄宿舎の長、雇用主等の証明等を徴すること。

(7)　「母がない」について、単に母と同居していないだけではなく、戸籍上母がいない場合を指す。したがって、母が行方不明であっても戸籍上死亡処理がなされていない場合や、生母と義母がいる場合にそのいずれか一方が死亡したときでも一方が生存している場合には、「母がない」ことには該当しない。

　 ※父子の場合も同様とする。

(8)　「当該母以外の者」について、児童の父や母の配偶者（継父）あるいはいわゆる継母等を含めて母を除く一切の者をいう。ただし、父及び母の配偶者については、法第４条第１項第１号ハの規定により政令で定める程度の障害の状態にある者以外の者は、受給資格者となり得ない。

　 ※父子の場合も同様とする。

(9)　「養育する」について、監護のほか、同居及び生計維持の要件が加わるものである。

「同居」とは、起居をともにしていることをいい、原則として住民票を一にしていることや生計同一関係にあることで判断される。同居か否かは、主観的ではなく、住民票や日常生活から客観的に判断すること。例外的には、住民票を一にしている場合にも同居していない場合や、住民票を異にしていても同居しているとみられる場合もあるが、社会通念に照らし、判断すべきである。

なお、児童が勉学のため、寮、下宿等に居住する場合でも、その寮、下宿等が養育者の住所に近接する地にあり、休暇以外にもしばしば帰宅している事実があれば同居と解し、生計維持関係があれば手当の支給対象となる。

(10) 「その生計を維持すること」について、児童の生計費のおおむね大半を支出している場合である。

生計維持のための資金は、必ずしも自分が稼いだものである必要はなく、養育者たるべき者が他から仕送りを受けたり、生活保護法における生活保護金品を受けた者でも生計維持されているとする。ただし、児童の所有に属する金銭や生活保護金品（世帯分離の場合）が児童の生計費の主たる部分を占めている場合には、生計維持しているとはしない。

(11) 児童福祉施設の長その他職員は、法第４条第１項第３号の養育者として取り扱わず、また、児童福祉施設（母子寮、保育所及び知的障害児通園施設を除く。）に児童福祉法第２７条第１項第３号の規定によって入所させられている児童及び少年院等に収容されている児童の母は、当該児童を監護しないものとして取り扱うこと。

   ※父子の場合も同様とする。

(12) 児童のみの世帯等で児童を養育しているものが未成年者である場合でも、児童を養育している実態があればこれを養育者として取り扱って差し支えないものであり、その養育の実態があれば意思能力があると認められるので、申請または支払においては、必ずしも法定代理人、指定受取人をたてる必要はない。

(13) 手当の支給対象となる外国人は、次に該当するものであること。

①　外国人登録法第２条第１項に規定する外国人であって、同法に基づく登録を行っているものであること。

②　次に掲げる者でないこと。

ア　在留資格が出入国管理及び難民認定法別表第１の３の短期滞在に該当する者（本邦に短期間滞在をして行う観光、保養、スポーツ、親族の訪問、見学、講習又は会合への参加、業務連絡その他これらに類似する活動）。 

イ　在留資格が出入国管理及び難民認定法別表第１の２の興行に該当する者（演劇、演芸、演奏、スポーツ等の興行に係る活動又はその他の芸能活動（別表第１の２の投資・経営の活動を除く。））。
ウ　ア及びイ以外の者で、在留期間が短く、生活の本拠が日本国内にあるとは認め難い者。
なお、出入国管理及び難民認定法第１８条の２の規定による一時庇護のための上陸の許可を受けている者等についても、定住の意志、生活実態等を考慮して、上記に準じること。

２　消極的支給要件

Ａ　法第４条第２項は、手当を支給しない場合の児童に関する消極的要件についての規定である。

 (1)　「生計を同じくしている」について、生計同一とは、両者の生活に一体性があることをいう。具体的には、収入及び支出すなわち消費生活上の家計が同一であることが一応の基準となる。一時出稼ぎや入院等のように一時的に別居している場合であっても社会通念上生活に一体性が認められれば、生計同一関係と判断する。

(2)　児童と母の配偶者（事実婚関係にあるものを含む。）とが同一世帯に属している場合は、その者が長期疾病等により児童の生計を維持していると認めがたい特別の事情がある場合を除き、通例は母の配偶者に養育されている者と推定されるものであること。
   ※父子の場合も同様とする。

Ｂ　法第４条第３項は、手当を支給しない場合の父、母又は養育者に関する消極的要件について規定したものである。
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